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はじめに

　本章では，第１節においてエジプト政府が実行した政策パッケージとそ
のパフォーマンスをいくつかの期間に区分しながら概観した。国内外均衡
の安定化・不安定化の側面から経済発展を分析したが，同時に，生産要素，
インセンティブそして，アカウンタビリティの側面を重視した。期間から
分析する理由は，多くの場合，首相が交代し，政策も前内閣の方針を大き
く転換しているからである。
　第２節ではエジプトの貧困問題への関心と貧困削減政策の内容について
分析した。とくに，貧困問題の進展を前節の経済発展の分析結果と関係づ
けた。
　第３節では，これらの分析結果を背景にしながら，現在，エジプト政府・
与党（国民民主党）は持続的成長と貧困削減のためにどのようなプログラ
ムを国民に提示し，実行しているかを明らかにした。とりわけ，2005 年
の大統領選挙に際して発表された与党の選挙キャンペーン・プログラム（ム
バーラク・プログラムとする）の内容を説明し，その暫定的な成果を列挙
しながら，エジプト社会の直面する問題と今後の課題を明らかにした。

第 5 章

経済発展と貧困削減

―ムバーラク・プログラムを中心に

山田　俊一
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第１節　経済改革の変容

　本節では，エジプトの経済発展を政策パッケージや国際的な環境・ショッ
クの変化からいくつかの期間に分け分析する。ここでは，とくに，３つの
アプローチから考察してみる。第１はエンジニアリングアプローチとも呼
ばれ，経済を生産関数のように考える。経済を発展させるには，投入する
入手可能な生産要素の量を増やし，質を高めることが必要で，企業と家計
を結ぶ。第２は産業組織アプローチで，政府と企業の関係をさまざまなイ
ンセンティブを使って良くすることを重視する。これは制度や価格メカニ
ズムを機能させる。最後はアカウンタビリティアプローチで，政府・企業・
家計の３つの経済主体の関係を改善させ，効率性を高める（１）。

１． 消費的門戸開放期（1970 ～ 1981 年）

　ナーセルの死を継いだ 1970 年代からのサーダートの経済門戸開放政策
は，基本的に，エジプトの労働者，アラブの資金の生産要素と西欧の技
術を有機的に組み合わせ，エジプトの経済発展を図るものであった。た
だし，そのためにはサウジアラビアを中心とした湾岸のアラブ石油輸出国
および西欧との関係の改善を前提とした。そして 1973 年の第４次中東戦
争での勝利によりアラブ諸国や西欧諸国からのエジプトへのネット資金流
入（ODA＋ OOF＋ FDI）は増大し（図１），図２にみられるように戦後
には高率の経済発展が続いた。失業率は 1970 年代前半において 1.5％から
2.5％で推移していた。失業者数は約 20 万人程度であった。
　投資法の改正等を通じて，それまで公共部門に規制されていた分野での
民間部門の参入は拡大した。これは広義の民営化政策であった。当時のエ
ジプトの「市場」は，国営企業が支配していたため，民営化や規制緩和に
向け，経済的な思想，価値観を変更させるには多大なエネルギーが必要で
あった。
　価格メカニズムで重要なのは為替レートと国内物価であった。為替レー
トでは，中央銀行の公定レートのほかに平行市場を認め，海外労働者送金
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図１　ネット資金流入額（ODA+OOF+FDI）　（単位：100 万ドル）
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図２　成長・インフレ・失業率　（単位：％）
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や輸出にインセンティブを与えるという，複数為替レート制を維持した。
これは国営部門の輸入を優遇するとともに個人および民間部門の輸入をよ
り自由にするためであった。
　外貨危機時の 1976 年に世界銀行・IMFが勧告した「経済改革」政策は，
為替・価格自由化と緊縮政策（財政が主）の主体としたものであり，IMF
は為替レートの一本化・フロートを勧告したがエジプト政府は拒絶し，そ
の後何度か試みはあったが，後述するように 1991 年まで為替レートの自
由化・一本化は実現されなかった。そして財政赤字削減と価格自由化を目
的とした 1977 年度の補助金削減を主とした予算は 1977 年１月におきた食
糧暴動で国民に拒絶され，政府は改革内容を撤回した。貧困層の負担を増
やす政策は実行不可能であることが明らかになった。
　この時点でサーダート大統領はイスラエルとの和平に向けた外交に専心
し，1979 年にイスラエルとの和平条約に調印した。この条約でエジプト
はアラブ連盟から制裁を受け，図１でみられるようにアラブおよびOPEC
諸国からの援助は停止されたが，米国からの軍事・経済援助は増大し，西
側諸国からの援助・投資も増大するようになった。

２． 生産的門戸開放期（1982 ～ 1990 年）

　1981 年 10 月にサーダート大統領は暗殺され，ムバーラク大統領が後継
者となった。新政府は新たな中長期の経済開発政策の枠組みを第１次５カ
年計画書で策定した。その計画書は，サーダート時代の門戸開放政策は消
費が主であったと分析し，今後の門戸政策は生産と生産サービスが主であ
ることを主張した。投資は運輸・通信と電力部門といった基礎的な経済イ
ンフラに集中し，1985 ／ 86 年の２年間に平均で 10％を超える高率の経済
成長を実現した。（図２）。
　しかし，1980 年代後半に，すでに最大の輸出品目となっていた石油の
価格が急落し（オイル・グラット），それまでの対外借り入れによる成長
政策は経常収支を悪化させ，外貨危機をもたらした（図３）。1986 年 11 月，
IMFの勧告に従順であったルトゥフィー首相はムバーラク大統領に更迭



118 119

され，後任のシドキー首相は IMFの勧告とは距離を置くスタンスを継続
した。
　IMFの勧告を取り込んだ本格的な経済改革は 1987 ／ 88 年から開始し
た第２次５カ年計画の柱となったが，実際には為替レート政策などで不十
分な改革しか実行されず，中断した。
　この間にいわゆるイスラミック投資会社問題が生じた。再び図２でみら
れるような高インフレ時期に，銀行預金金利が低率に抑えられていたため，
高配当を喧伝するイスラミック投資会社は多くの国民の貯蓄を集め，やが
て投機の失敗と政府の規制で破綻した。この事件は多数の国民の零細な貯
蓄を食いつぶし，エジプト経済に大きな打撃を与えた。失業率は 1980 年
代に上昇し，1990 年には 9.0％（失業者は 142 万人）に達した。
　IMFとエジプト政府の間で 1989 年から再び協議が行われた。1990 年８
月のイラクのクウェート侵攻に際してエジプトは多国籍軍に貢献し，対
米軍事債務の帳消し（76 億ドル）や他のアラブ諸国からの債務減免を受
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図３　経常収支と外貨準備の増加（単位：100 万ドル）
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けることができた。湾岸戦争の終結直後の 1991 年５月に IMFとのスタ
ンドバイ協定（SBA）が締結された。この IMFの協定により，その後の
OECD諸国等（パリ・クラブ）や商業銀行との債務削減・リスケジュー
ルの協議が進んだ。パリ・クラブ諸国からは約 200 億ドルの債務に対する
50％の債務削減・リスケジュールが行われた。

３． 包括的経済改革・構造調整期（1991 ～ 1996 年）

　エジプト政府は IMFおよび世界銀行と融資協定を締結し，そのコンディ
ショナリティとして経済改革を実行したが，1990 年末にムバーラク大統
領は価格メカニズム依存の経済運営を命令するなど（1000 日プログラム），
自主的な改革に執着した。とくに，中央銀行は 1991 年１月から自主的な
金融自由化（銀行金利の自由化等）を実行した。
　エジプト政府は 1991 年５月に IMF と協定（２億 3400 万 SDR）を結
び，６月には世界銀行は３億ドルの構造調整貸し付け（SAL）を承認し
た。IMF および世界銀行の勧告する政策パッケージにもとづいた政策
は「経済改革と構造調整プログラム （Economic Reform and Structural 
Adjustment Program: ERSAP）」の核となった。IMFが勧告する経済安
定化政策は緊縮的な財政・金融政策と為替・金融自由化が主で，世界銀行
が勧告する構造調整政策は民営化・公共企業改革，国内価格自由化，貿易
自由化等からなった。さらに，特徴的なのは，その社会的なコストを軽減
するために社会開発基金（SFD）を創設したことである。
　当時は中東欧経済が崩壊しており，ムバーラク大統領は「経済改革が先，
政治改革はその後」と指示した。そして，市場経済への移行に際しては急
進的な改革ではなく漸進的な改革（gradualism）を厳命した。
　公共企業改革（民営化）が遅れた以外は，為替の自由化・一本化，金利
の自由化，財政改革（売上税実施と公益企業の分離・独立採算性導入など）
が実行された。1990 年から 91 年初頭にイラクのクウェート侵攻と湾岸戦
争が起きエジプト人海外労働者は国内送金を急増させた。その結果，外貨
準備は急増し，為替レートは安定し，そして，流入した資金は財務省証券
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で吸収され（不胎化政策），インフレは抑制された。ERSAP は成功した。
　このようにして，1991 年の SBA（スタンドバイ協定）は 1993 年５月
に無事終了した。次期協定は世界銀行が民営化の遅れに難色を示したため
合意が遅れ，1993 年９月になってようやく４億 SDRの EFF（２）が調印さ
れ，ERSAPII が開始した。1996 年９月に IMFとの上記融資協定は終了し，
翌月に新たな 24 カ月スタンドバイ（２億 7140 万 SDR）が IMFに承認さ
れた。この時点でエジプト政府は外貨準備が年々増加し約 170 億ドルにも
達し十分であるので IMFから融資を受ける意思がないことを表明した。
　為替レートに関しては，IMFおよび世界銀行はエジプトポンドが増価
していることから，その切り下げを勧告したが，メキシコ金融危機もあっ
てエジプト政府は通貨の信認を損ねると拒否した。この状況で，民間企業
は，名目金利が高いエジプトポンドより，金利が低くまた，レートが安定
しているドルで銀行借り入れを増やした。 

４．財政拡張期（1997 ～ 1999 年） 

　1996 年１月にカマール・エル・ガンズーリー計画大臣・副首相がシドキー
首相に替わり組閣した。国外では 1997 年から 1998 年にかけて東アジアお
よびロシアの金融および通貨危機が生じ，エマージングマーケットへの資
金流入は停止して悪化した。この影響で，エジプトへの証券投資は流入か
ら流出へと逆転した。また 1997 年 11 月のルクソール事件（観光客襲撃事
件）により，観光も打撃を受けた。
　国内では，エル・ガンズーリー内閣は 1997/98 年からの野心的な 20 年
長期開発計画（「エジプトと 21 世紀」）を実施した。景気拡大と雇用創出
を早急にめざした巨大プロジェクト，とりわけトシュカに代表される農業・
灌漑プロジェクトの実施にともなう財政拡張により財政収支は悪化した。
やがて，政府の対民間部門への支払い遅延が生じた。また，輸入急増によ
る外貨不足も生じ，エジプトポンドと外貨（とくにドル）の二重の流動性
危機が生じた。エジプトポンドの重なる切り下げが生じ，ドルで借り入れ
を行ってきた企業が破綻し，経済は停滞期におちいる。それまでの安定的
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な財政と金融のコーディネーションは財政面から崩れた。1999 年８月に
は，1991 年から維持できた１ドルが約 3.40 エジプトポンド（以下 LEと
する）のレートが両替商で１ドルが 3.73LE へ急騰した。政府は輸入規制
を行い，多くの国民から不興をかった（３）。

５．経済不況期（2000 ～ 2003 年）

　1999 年 10 月，エル・ガンズーリー首相は更迭され，オベイド公共企業
部門大臣が首相に任命された。外貨準備は 1997 年末から 1999 年末にかけ
て約 200 億ドルから約 150 億ドルへと，２年間で 50 億ドルもの取り崩し
が起きていて，企業倒産が続き経済不況が継続した。とくに，貿易収支赤
字は拡大する傾向にあり，政府は輸入規制による国際収支調整に奔走した。
ムバーラク大統領は 1999 年末の演説で「輸出は生か死かの問題」と国民
に訴え，これを期に輸出促進が国家的な課題となった。
　オベイド内閣はこの期間に観光の復活，石油価格の上昇，外国投資の増
大，輸入規制と輸出促進効果を期待していたが，2001 年の 9・11 米国同
時多発テロ事件とその後のアフガン戦争と湾岸危機という国際環境の悪化
でエジプト経済は甚大な打撃を受けた。　
　為替レートの調整は，最終的に 2003 年１月のフロート化まで為替切り
下げ，中心レート設定，バンド拡幅などで迷走した。そして，このエジプ
トポンドのフロート化で消費者物価水準が急上昇した。2000/01 年度から
３年間で３％台の低成長（人口成長率は約２％）と相まってインフレは貧
困層の生活を直撃した。
　このような状況で，輸出促進も進まず，外国からの直接投資も停滞した。
その後のアフマド・ナズィーフ内閣の成果については次節で取り上げる。

６．まとめ

　消費的門戸開放期での経済政策はアラブ・外国資本の流入を軸とした発
展政策（エンジニアリングアプローチ）を志向し一定の成果をあげた。し
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かし，社会主義的経済体制から資本主義的システムへのシステム転換のな
かでインセンティブ体系の刷新を志向したが不十分であった。サーダート
はナーセルの社会主義を民主的社会主義に変更すると主張したが，この「民
主的」という意味は国民には明瞭ではなかった。
　次の生産的門戸開放期では門戸開放政策の継続は明確となり，また生産
部門と生産インフラの拡充を軸とし，過大な対外借り入れを実行した。し
かし，この後最大の輸出品である石油の価格急落で，外貨危機が発生した。
これに際して世銀・IMFはインセンティブ構造の改革を勧告したが，エ
ジプト政府はそれを不十分にしか実行できなかった。
　次の包括的な経済改革・構造調整期には自由化と健全な財政・金融政策
を志向し，産業組織的な政策も着実に実行した。金融部門は，金利自由化
と新たな金融商品（国債や投資信託）の拡大そして為替自由化で政策は整
合的になった。ただし，エジプトポンドを実質的にドルにペッグし続けた
ことが，後に禍根を残した。
　この期には国営企業は独立性を保障されたが，財政からの資本補助を打
ち切られ，自己資本による経営を余儀なくされた。民営化政策のなかで，
優良企業や若干のリストラクチャリングと資本増強で経営の継続が可能な
企業は外資・民間資本等に売却された。この産業組織的な改革はほぼ成功
したが，売却が不能な巨大な不採算企業も残存した。
　その後の財政拡張期では不整合な財政金融政策が採用され，それまでの
財政と金融の健全な関係は崩れた。この時期には不利な外生的なショック
があった。懐妊期間が長いメガ・プロジェクトは現在になり完成に近づい
ている。この経済不況期には調整は後手後手であった。エジプトポンドの
フロート化は良い政策と評価されたが，物価上昇を招き，そしてオベイド
内閣は輸出増加を果たせないままに更迭された。
　以上のように，これまでの経済改革を概観すると，エンジニアリングア
プローチの側面でも，産業組織のアプローチの側面でも，実行はされたが
不十分で 2000 年代に入るまでスムーズに進展できなかったことが明らか
である。また，エル・ガンズーリーおよびオベイド内閣でもその政策は予
見できなくなっていた。
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　2004 年７月発足のアフマド・ナズィーフ内閣に求められているのはよ
り安定した持続的な経済成長と社会的な安定を実現するために，透明性や
アカウンタビリィーを重視した政策を実行することである。

第２節　持続的成長と貧困削減

　本節では上記の経緯をふまえ，貧困状況の進展を分析し，現在，エジプ
ト政府が持続的成長と貧困削減を経済政策の中心に据えている社会および
経済的な背景を明らかにする。また，貧困の分析は，政府の経済政策や社
会・労働政策を実行するうえで，対象の国民を明確にし，効率的な政策対
応を可能にする。

１．貧困人口と経済成長

　1952 年の７月革命以前には貧困，教育の遅れ，疾病のいわゆる三重苦
がエジプトに蔓延していた。その解決は後のナーセル政権にとって最も重
大な国内政治・経済・社会問題であった。その施策はおもに 1952 年から
の連続的な農地改革や長期的な経済開発・工業化のための中央計画組織の
設立による改革で実行された。それは 1960 年代の第１次五カ年計画とア
ラブ社会主義体制での経済開発政策を通じて実行された。そして，並行し
て政府雇用，食料品等への補助や所得移転，そして教育，保健，医療等の
公共サービスの拡充が実行された。これらの政策は雇用と生活水準の向上
を目的とし，国民全体に奉仕しようとした。
　しかし，この経験は計画経済運営の未熟さや 1967 年の６月戦争での敗
北による経済的な打撃もあって失敗に帰した。1970 年代および 80 年代を
通じて，国家主導から民間主導へ，内向きの工業化から外向きの工業化へ
と政策は転換しようとしたが不十分であった。そして，1990 年代初頭の
包括的な経済改革であるERSAPが開始した。しかし，前節でみたように
現在まで，これらの経済政策は成功と失敗の繰り返しである。そこで，こ
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のような経済発展が貧困にどのような影響を与えたかを整理してみる。
　まず，貧困を定義する場合，誰が貧困で誰が貧困でないかを区分する基
準が必要である（４）。一般には，「良いくらし」を測る指標を個人の支出・
所得額に求める。そして，成人が安全に生活するために１日に最低限必要
なカロリーやタンパク質摂取量を決め（５），その食事のために必要な消費
額とその他の基本的な非食料消費額（衣料・住宅・教育等）を合計した額
を推定する。この額が貧困者とそうでない人を分ける境界線であり，貧困
線（下位）と呼ぶ（６）。このとき，家族構成（数，性，年齢等），都市・農
村では物価が違うこと，食事内容が違うことも考慮に入れる。この貧困線
はエジプト固有のもので，national な貧困線と呼び，他方，後述するよう
に国際的な貧困線も存在する。
　表１はエジプトの貧困に関する計測結果を比較している（World Bank 
and MOP［2002a］）（７）が，貧困線の計測方法と定義で研究者により貧困
人口の数値には多くの差異があることがわかる（８）。しかし，貧困人口の
割合が 1980 年代初頭から 1990 年代初頭までの間に，傾向として高まった
ことは，これらの研究結果で共通である。
　貧困人口の割合を，現在においてエジプトの貧困研究および貧困削減プ
ログラム作成の中核となっているEl-Laithy and Osman の研究にもとづく

表１  貧困人口
（人口比　％）

1981/82 1990/91 1995/96
都市

The World Bank［1991］ 21.0 
Korayem［1994］ 30.4 35.9 
El-Laithy and Osman［1997］ 18.2 20.3 22.5 
Cardiff［1997］ 12.6 30.8 
El-Laithy et al［1999］ 16.8 26.1 29.0 

農村
The World Bank［1991］ 25.0 
Korayem［1994］ 29.7 56.4 
El-Laithy and Osman［1997］ 16.1 28.6 23.3 
Cardiff［1997］ 32.2 55.2 
El-Laithy et al［1999］ 16.6 34.1 29.0
（出所）　World Bank and MOP［2002a：8 ］．
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エジプト人間開発報告（EHDR）の 1996 年版（UNDP and INP［1996］）（９）

と EL-Laithy and Osman［1997］の解説でみると，1981/82 年と 1991 年
の間で，貧困人口は都市で 18.2％から 20.3％へ，農村で 16.1％から 28.6％
へと増えている。この時期は，前節に述べた生産的門戸開放期であり，そ
の期間の後半からインフレと失業の問題が悪化した。
　やがて，1991年から包括的な経済改革が開始された。その開始時期には，
その経済改革がエジプトの貧困問題にネガティブな影響を与えるのか否か
について関心が高まった。経済改革当初は緊縮的な財政金融政策が実行さ
れて低率の成長率が続いたが，1995 年になって成長率は５％台に上昇し
た。上述のEHDR 1996 によれば，この期間において貧困人口は都市で貧
困人口が 20.3％から 22.3％へ増えたが，農村では逆に 28.6％から 23.3％へ
と減少した。このような対照的な変化に関しては，農村から都市への人口
移動があり，都市では雇用環境が悪化していたことが原因である。これに
関しては本書の店田（第１章）を参照されたい。
　ERSAP が貧困にどのような影響を与えたかに関するアンケート調査も
なされている。1996 年時点では，サーベイの回答者の 43％が生活水準は
「改善した」，21％が「変化なし」，36％が「悪化した」と答えている。た
だし，貧困者は 23％のみが「改善した」のに対して，非貧困者は 50％が「改
善した」と回答しており，ERSAP の負担は貧困者に重かったと指摘され
ている（UNDP and INP［1996］）。なお，この生活水準の改善・悪化に関
しては一般的な経済条件や雇用環境が主たる要因（改善と回答した人の
77％が指摘）であるが，そのほか，家計の特定な理由（退職・離職，老齢
化，疾病，入学・卒業，結婚・離婚等）も重要な要因である。
　最初に述べたように国民は貧困と非貧困に二分化できるが，貧困層も３
層に区分できる。貧困層の最上の層は緩やかな貧困，次が貧困，最下層が
ウルトラ貧困である。非貧困と緩やかな貧困の境界は注６で述べた上位貧
困線である。緩やかな貧困と貧困の境界が下位貧困線であり，貧困でも食
料貧困線以下がウルトラ貧困となる。
　その推移をみると，都市と農村では，それぞれ，1990/91 年から
1995/96 年の間に，非貧困層は 61％から 55％と 60.8％から 48.8％へと低
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下している。これは逆に貧困層が増えていることを示しているが，都市で
18.7％から 22.5％へ，農村で 10.6％から 26.9％へと緩やかな貧困層が増え
ている。ウルトラ貧困は 1995/96 年においてエジプト全体で 7.4％，都市
で 7.7％，農村で 7.1％であった。
　前節で述べたように，エジプト経済はERSAPが終了してから財政拡張
が起き高率の成長 1993/94 年から 1999/2000 年で平均 6.0％を記録した。
この期間の成長の特徴は財政拡張とエジプトポンドの過大評価（オラン
ダ病）が複合した成長で，観光部門と製造業がその恩恵を受けた。当時の
製造業は国内市場志向で保護された部門であった。しかし，財政金融政策
が不整合となり始め，この成長は持続的ではなかった。1990 年代後半か
らは不利な国際環境も起き，エジプト経済の停滞化の遠因となった。貧困
人口は 1996 年で約 1370 万人であったが，1999/2000 年では貧困人口は約
1100 万人で貧困割合は全体の 16.7％となった（後述）。
　国際的な貧困線も存在する。これには１日１ドル（ただし，購買力平価
ドル）あるいは２ドルの共通の貧困線も採用されていて，前者の貧困人口
を削減することは後述するミレニアム開発目標（MDG）の最優先目標で
ある。しかし，エジプトでは１日１ドルの貧困者はすでに少なく，この目
標は達成されている。他方，１日２ドルの国際的貧困線は 19.8％であり，
下位貧困の 16.7％や高い数字となっている。これは，表２にみられるよう
に，エジプトの下位貧困線は 1109LE であり，これは国際貧困線の１日２
ドル（PPP）である 1030LE を若干上回っている。しかし，この１日２ド
ルは都市圏平均を除くとエジプトでは下位貧困線よりも高い数字となって
おり，１日２ドルの国際貧困線はエジプトに下位貧困人口よりも高いと思
われる。
　やがて，2001 年の 9・11 米国同時多発テロ事件やその後の中東地域の
政情不安により，エジプト経済は 2001/01 年から３年間にわたり年平均成
長率が 3.3％の不況におちいった。そして，2003 年１月のエジプトポンド
のフロート化は物価上昇を招いた。消費者物価は 2002/03 年の 3.2％上昇
から翌年には 8.1％にまで急上昇し，貧困を悪化させた。2003/04 年での
貧困人口は 20.7％となった（UNDP and INP［2005：207］）。
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　この後，成長の回復等で貧困人口は低下すると予想され，実際に，表
３のように，2004/05 の貧困人口割合の 19.56％と推定されている。そし
て，1995/96 年から 1999/2000 年に貧困から脱出した層が，1999/00 から
2004/05 年に再び貧困におちいったと理解された（Kheir-El-Din and El-
Laithy［2006：7-11］）。なお，この 19.56％は人口では 2004/05 年で 1360
万人である。

２．人間開発指数

　これまで所得（あるいは支出）という貨幣で貧困を定義した（income 
poverty）。しかし，貧困は多面的であり，所得が不足しているという以
上に，潜在能力の欠如という側面で貧困を測定する（Capability Poverty 
Measure：CPM）ほうがより重要である（EHDR 1996）（10）。

表３　貧困指数（1990-2004/05）

1990/91 1995/96 1999/00 2004/05
P0 24.18 19.41 16.74 19.56 
P1 6.54 3.39 2.97 3.90 
P2 2.77 0.91 0.80 1.09

（出所）　Kheir El-Din and El-Laithy ［2006］．

表２　El-Laithy による世帯別貧困ライン（年額）の設定（1999/2000 年）
（単位：エジプトポンド）

都市県 下エジプト
都市部

下エジプト
農村部

上エジプト
都市部

上エジプト
農村部

世帯単位
高齢者１人 748 690 662 678 665 
成人男性１人 1,264 1,202 1,155 1,235 1,197 
成人男性１人＋成人女性１人 2,242 2,111 2,044 2,153 2,068 
成人 2人＋子供 2人 4,088 3,747 3,520 3,733 3,487 
成人 2人＋子供 3人 5,252 4,851 4,647 4,799 4,549 
成人女性 1人＋子供 2人 3,433 2,933 2,665 2,890 2,691 
１人当たり平均 1,097 1,013 968 1,021 953 
１人当たり（El-Laithy and others 1999） 1,109 1,015 978 1,031 964 
１日１ドル（PPP）の貧困線 515 515 515 515 515 
１日２ドル（PPP）の貧困線 1,030 1,030 1,030 1,030 1,030
（出所） 　World Bank and MOP［2002a：12］．
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　国際的にも 1990 年に UNDP の「人間開発報告」の出版開始と同時
に世界銀行の開発報告で「貧困」特集が行われた。エジプトでもこれ
まで述べてきたように年次の「エジプト人間開発報告（Egypt Human 
Development Report : EHDR）」が出版されることになった。これはエ
ジプトの文脈から人間開発を啓蒙するもので，1994 年には「人間開発」，
1995 年には「参加型開発」をまとめた。1996 年版では貧困の計測と貧困
緩和へのガイドラインがまとめられ，貧困の分析は進んだ。
　人間開発報告書は貧困に関する新たな視点を取り入れ，人間の潜在能
力の欠如の側面を重視した人間開発指数（Human Development Index: 
HDI）を掲載している。これは，出生時平均余命による「長寿で健康な生活」，
識字率や就学率による「知識」，一人当たりGDP所得（PPPドル）により「人
間らしい生活水準」をそれぞれ計測し，それから総合も計測している。
　このような HDI でエジプトの人間開発の状況を表４で確認すると，
1990 年に 160 カ国中 114 位であったが，2004 年の時点で世界 177 カ国中
第 111 位である。HDIの計測方法は表４の下部で説明した。次に，表４で，
エジプトとHDI 順位が近い国とエジプトのHDI の水準を比較すると，エ
ジプトの平均余命指数の 0.75 と GDP指数の 0.62 はこのランクでは妥当だ
が，教育指数が 0.73 でその上位にある中国，トルコ，インドネシアと比
較するとまだまだ低いことがわかる。なお，HDI 順位は一人当たり GDP
順位から２位下げたものとなっている。教育指数が低い原因は，成人識字
率が 71.4％であり，直上の順位の諸国と比較すると極めて低いことにある。
なお，エジプトでは 1960 年時点で識字率（15 歳以上）は男性 40％，女性
12％，平均 25.8％であった。
　このように，HDI の発展を表５から確認するとエジプトの指数は急速
に上昇していることがわかる。しかし，他の国でも人間開発が進んでおり，
エジプトは 1975 年の低い数値を継いだままその順位は低迷している。
　貧困はそのほかの現象からも明らかになる。上記の能力貧困は①貧しい
家庭は低体重の児童を抱えている，②貧困家庭では出産は医師・看護婦（医
療従事者）がつきそっていない，③教育を受けていない女子の比率が高い，
ことを要因として測定する。これらは，世代を超えて，健康，再生産，教
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表４　人間開発指数（HDI）

HDI
順位 国名

人間開
発指数
（HDI値）

出生時       
平 均 余
命（歳）

成人識字
率（％：
15 歳 以
上）

初・中・
高等教育
の総就学
率（％）

1 人当た
りGDP
（ P P P  
US$）

平均
寿命
指数

教育
指数

GDP         
指数

1人当たり GDP
（PPP US$）
順位
マ イ ナ ス HDI
順位

2004 2004 2004 2004 2004
81 中国 0.77 71.9 90.9 70 5,896 0.78 0.84 0.68 9 
92 トルコ 0.76 68.9 87.4 69 7,753 0.73 0.81 0.73 -22 
108 インドネシア 0.71 67.2 90.4 68 3,609 0.70 0.83 0.60 8 
111 エジプト 0.70 70.2 71.4 76 4,211 0.75 0.73 0.62 -2 
118 グァテマラ 0.67 67.6 69.1 66 4,313 0.71 0.68 0.63 -11 
123 モロッコ 0.64 70.0 52.3 58 4,309 0.75 0.54 0.63 -15
（出所）　人間開発報告書［2006］,UNDP.     
 

（1）　ある側面の指数　＝　
実際値　－　最低値
最高値　－　最低値    

（2）　HDI 算出のためのゴールポスト

指標 最高値 最低値
出生時平均余命（歳） 85 25
成人識字率（％） 100 0
総就学率（％） 100 0
1 人当たり GDP（PPP　US$） 40,000 100

HDI （計算方法：エジプトのケース）

側面 長寿で健康な生活 人間らしい生活水準
指標 出生時平均余命 成人識字率 総就学率 1人当たりGDP（PPP　US＄）

(70.2) (71.4) (76)

成人識字指数 総就学指数
側面指数 平均寿命指数 (0.71)

教育指数

(0.76) GDP指数
(0.75)

(0.73)

(0.62)

(0.70)

知識

(4,211)

人間開発指数（HDI)
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育にネガティブな影響を与えている。
　エジプトの能力貧困と所得貧困は人口・保健サーベイ（DHS）により，
1994/95 年においては表６（EHDR 1996）のとおりである。都市部では貧
困状況は良いが，農村ではこのような貧困の状況は悪い。また，地域では
下エジプト（首都圏を除いたエジプト北部）に比較して上エジプト（エジ
プト南部）で状況が遅れている。身の回りの衛生，栄養，医療の水準や病
院・クリニック・医療従事者へのアクセスは人間の潜在能力に大きな影響
を与える。
　この後，1995 年に「社会開発サミット」が開催され，1996 年には，

（3）　平均寿命を計算する

　　　　平均寿命指数　＝　 70.2 － 2585 － 25 　＝ 0.753 ≒ 0.75

（4）　教育指数を計算する
　　　　教育指数　＝　2/3（成人識字指数）+1/3（総就学指数）

　　　　　　　　　＝　2/3（71.4/100）+1/3（76.0/100）

　　　　　　　　　＝　2/3（0.71）+1/3（0.76）＝ 0.726 ≒ 0.73

（5）　GDP指数を計算する

　　　　GDP指数　＝　
log （4,211）－ log （100）
log （40,000）－ log（100）

    　　　　　　　　＝　 3.624 － 2
4.602 － 2

　 ＝　0.624　≒　0.62
   

 

（6）　HDI を計算する

　　　　　HDI　＝　1/3（平均寿命指数）+1/3（教育指数）+1/3（GDP指数）

　　　　　　　　＝　1/3（0.75）+1/3（0.73）+1/3（0.62）＝ 0.70

表５　人間開発指数（HDI）の動向
HDI 順位 国名 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2004
81 中国 0.527 0.560 0.596 0.628 0.685 0.730 0.768 
92 トルコ 0.591 0.614 0.650 0.682 0.713 0.743 0.757 
108 インドネシア 0.469 0.532 0.585 0.626 0.665 0.682 0.711 
111 エジプト 0.439 0.488 0.541 0.580 0.613 0.654 0.702 
118 グァテマラ 0.511 0.546 0.561 0.586 0.617 0.656 0.673 
123 モロッコ 0.432 0.479 0.517 0.549 0.580 0.610 0.640

（出所）　人間開発報告書［2006］，UNDP.



132 133

DACの「新たな開発協力政策」が採択された。また，世界銀行も 1990 年
の開発報告で貧困をメインテーマに掲げた後は，1998 年に「包括的開発フ
レームワーク（CDF）」を提示し，途上国自身のオーナーシップの必要性
を強調した。そして，2000 年にはミレニアム・サミットが開催され，８
項目の「ミレニアム開発目標（MDGs）」が採択された（絵所・穂坂・野
上［2004］）。
　エジプトはMDGs に対して努力しているがその達成の可能性は分野に
よりさまざまである。紙幅の制限のため詳しくは述べないが，表７にみる
ように，貧困極度の貧困と飢餓の撲滅に関する目標はすでに達成している。
また，教育，保健，安全な水の供給でも緩やかではあるが成果を発揮しつ
つある。しかし，ジェンダーの平等の推進と女性の地位向上に関しては達
成は困難と思われる。

表６　エジプトにおける所得貧困と潜在能力貧困
1995  （%）

年齢のわりに低
体重の子ども

医療従事者の介護
によらない出産

教育を受け
ない女性 潜在能力貧困 所得貧困

エジプト全体 12.5 53.7 35.4 33.9 22.9 
都市全体 9.9 32.1 20.8 20.9 22.5 
農村全体 14.1 67.2 47.8 43.0 23.3 
都市県 . 9.1 30.8 20.4 20.1 16.0 
下エジプト 9.6 48.6 33.0 30.4 17.1 
   都市 8.8 24.9 18.8 17.5 21.7 
   農村 9.9 56.1 38.9 35.0 15.4 
上エジプト 16.1 67.8 48.3 44.1 34.1 
   都市 11.0 40.4 24.1 25.2 35.0 
   農村 17.8 77.1 59.1 51.3 33.7
（出所）　Egypt Human Development Report［1996］（UNDP and INP［1996：39］）．
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表７　ミレニアム開発目標（MDGs）指標対照表
ミレニアム宣言の目標とター
ゲット 進展をモニタリングするための指標 1990 年 2004 年 2015 年

まで
達成可
能性

目標 1　極度の貧困と飢餓の撲滅

ターゲット 1
1990 年から 2015 年の間に，1
日 1 ドル未満で生活する人口
比率を半減させる。

1. 1 日 1 ドル（PPP）未満で生活する人
口の割合 8.2 0.94 4.1 達成済

2. 貧困ギャップ率（実数×貧困の程度） 7.1 3.9 3.6 見込み
のある

3. 消費に閉める最貧困層 20％の割合 8.3 達成済
ターゲット 2
1990 年から 2015 年の間に，
飢餓に苦しむ人口の割合を半
減させる。

4. 5 歳未満の年齢のわりに低体重の子供
の割合 9.9a 8.6b 5.0 可能

5. 栄養摂取量が最低限レベル未満の人口
の割合 25.6c 14.0d 12.8 可能

目標 2　普遍的初等教育の達成

ターゲット 3
2015 年までに，すべての子供
が男女の区別なく，初等教育
の全課程を修了できるように
する。

6. 初等教育純就学率 85.5e 94.0f 100 見込みのある
7. 第 1 学年から第 5学年まで進級した児
童の割合 83.9g 86.8h 100 見込みのある

8. 15 歳から 24 歳までの識字率 73i 87.0f 100 見込みのある
目標 3　ジェンダーの平等の推進と女性の地位向上

ターゲット 4
初等，中等教育における男女
格差の解消を 2005 年までに
は達成し，2015 年までにすべ
ての教育レベルにおける男女
格差を解消する。

9a. 初等教育における男子生徒に対する
女子生徒の割合 81.3c 90.9j 100 見込みのある
9b. 中等教育における男子生徒に対する
女子生徒の割合 77.0c 104.3j 100 達成済

9c. 第三次教育（理系）における男子生
徒に対する女子生徒の割合 51e 66.0b 100 見込みのない
9d. 第三次教育（文系）における男子生
徒に対する女子生徒の割合 65e 99.0b 100 達成済

10. 15 歳から 24 歳の男性識字率に対す
る女性識字率 84.7i 86.4f 100 可能

11. 非農業部門における女性賃金労働者
の割合 19.2 20.6k 50 見込み

のない

12a. 人民議会における女性議員の割合 4.0 2.6 50 見込み
のない

12b. 諮問評議会における女性議員の割合 4.0 8.0 50 見込み
のない

目標 4  幼児死亡率の削減

ターゲット 5
1990 年から 2015 年までの間
に，5 歳未満児の死亡率を 3
分の 2減少させる。

13. 5 歳未満児の死亡率 56.0 35.4k 18.7 見込みのある
14. 乳幼児死亡率 37.8 28.2 12.6 可能
15. はしかの予防接種を受けた 1歳児の
割合 81.5a 95.6b 100 見込みのある

目標 5　妊産婦の健康の改善
ターゲット 6
1990 年から 2015 年の間に，
妊産婦の死亡率を 4分の 3 減
少させる。

16. 妊産婦死亡率 174a 67.6 43.5 見込みのある

17. 医療従事者の介護による出産の割合 40.7a 69.4b 100 見込みのある
目標 6　HIV/ エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延防止
ターゲット 7
HIV/ エイズの蔓延を 2015 年
までに阻止し，その後減少さ
せる。

18. 15 歳から 24 歳の妊婦のHIV感染率 0.0 

19. 避妊普及率におけるコンドームの使
用率 4.2a 15b
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３． 貧困削減

　国際的に貧困への感心が高まるなかで，2002 年に『エジプトにおける
貧困削減―診断と戦略（World Bank and MOP［2002a, 2002b］）』で貧困
の程度や決定要因に関する分析が発表された。この分析にもとづき 2004
年に『エジプトの貧困削減戦略（World Bank and MOP［2004］）』が貧困

ターゲット 8
マラリアおよびその他の主要
な疾病の発生を 2015 年まで
に阻止し，その発生率を下げ
る。

20. マラリアの感染率 0.0 0.0 達成済
21. 結核の発生率 18.6 14.0b
22a. DOT（直接監視下短期化学療法）
によって診断された結核患者の割合 58.0 

22b. DOT（直接監視下短期化学療法）
によって完治した結核患者の割合 88.0 

目標 7　環境の持続可能性の確保

ターゲット 9
持続可能な開発の原則を各国
の政策や戦略に反映させ，環
境資源の喪失を阻止し，回復
を図る。

23. 森林面積の割合
24. 国土面積に対する生物多様性の維持
を目的とした保護区域の割合 6.5 10.0 17.0 

25. （石油 1㎏相当の）エネルギー消費単
位当たりGDP産出額（PPP） 3.9 6.3 

26a. 1 人当たりの二酸化炭素排出量 2.0l 3.1 
26b. 1 人当たりのオゾン層を破壊するフ
ロンの消費量 2.144 1.335k

27. 化石燃料を使用する人口の割合

ターゲット 10
2015 年までに，安全な飲料水
を継続的に利用できない人々
の割合を半減する。

28a. 都市部において，改善された水源を
継続して利用できない人口の割合 96.9a 100 98.5 達成済

28b. 農村部において，改善された水源を
継続して利用できない人口の割合 61.1a 95 80.6 達成済

29a. 都市部において，改善された衛生設
備を継続して利用できない人口の割合 94.7 100 97.4 達成済

29b. 農村部において，改善された衛生設
備を継続して利用できない人口の割合

ターゲット 11
2020 年までに，最低 1億人の
スラム居住者の生活を大幅に
改善する。

30. 現在の住居に安心して住み続けるこ
とができる世帯数の割合

目標 8　開発のためグローバル・パートナーシップの推進

ターゲット 12
民間セクターと協力して，特
に情報・通信分野の新技術に
よる利益が得られるようにす
る。

31. 100 人当たりの電話回線と携帯電話
登録者数 8.3l 21.2b

32a. 100 人当たりのコンピュータ使用台
数 1.2l 2.2b

32b. 100 人当たりのインターネット利用
者数 0.3l 3.9b

a: data for 1992
b: data for 2003
c: data for 1990/91
d: data for 1999/2000

e: data for 1995
f: data for 2005
g: data for 1991/92
h: data for 1992/93

i: data for 1996
j: data for 2002/03
k: data for 2001
l: data for 1999

（出所）　Egypt Human Development Report［2005：30］．
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削減政策のアウトラインを明らかにした（11）。最近になって，2004/05 年
のサーベイにもとづく成果の暫定的な報告もなされている（12）。
　貧困の状況や地域的な格差は経済発展に従い刻々と変化し，異時点間に
おけるその動態的な分析も進んでいる。エジプトの貧困の特徴を上記の世
銀報告，『診断と戦略（World Bank and MOP［2002a］）』に従うと以下の
とおりである。
① 貧困者の主要な所得源は労働である。所得の 85％は賃金で，残りが
動産・不動産，金融資産，年金等のトランスファーなどによる収入で
ある。

② 失業は貧困の原因の一部であり，失業を減らすことは経済政策の主
要な目的である。

③ 都市部での自営業は貧困人口割合が低く，零細・小企業の活動の奨
励は必要である。

④ 不払い労働者の貧困人口割合は高く，彼らが属す農村に政策を集中
させなければならない。

⑤ 農業部門で貧困人口割合は高く（22％），製造業（11％）とサービス
（８％）は低い。
⑥ 上エジプトでは貧困人口割合は１番高く（34.2％），総貧困人口（1070
万人）の大半を占める（580 万人）。

　貧困人口は政府の再配分政策で軽減されてきたが，とくに補助金政策に
限ってみると，以下のことも前掲書で指摘されている。
① 政府からの貧困者向けの移転がなければ，35 万人以上は 1999/2000
年には貧困であった。

② 現物での補助金に関しては，バラディー・パン（伝統的な円形のパン）
への補助金は最も有効で，73 万人は貧困から引き上げられた。

③ ただし，これは補助金削減手段としては，貧困であろうとなかろう
とほとんどのエジプト人に売られるので，非効率である。他方，植物
油は，17 万人しか救っていず，最も非効率である。
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　次に，貧困の原因を分析すると，最も
関係が深いのは教育程度の低さ，ないし
は非識字である。貧困者の 45％は非識
字であり，教育程度が高まるにつれ，貧
困人口比率は低下する。また，非識字の
71％は非識字の家長の家族に属してい
る。このほか，失業，家族構成員の数，ジェ
ンダーの問題もある。
　これを受けた同じく計画省と世界銀
行による上記の『貧困削減戦略（World 
Bank and MOP ［2004］）』は，この診断
に従い，①成長を通じた現在の収入の増
加，②教育を通じた将来の収入の増加，

③社会的セーフティネットを通じた脆弱者の保護，を３本の柱とした（表
８）。
　上述したように，エジプトの貧困の特徴をみると貧困ギャップ（P1）
が約３％と浅い。このことは，貧困線のすぐ下に貧困人口が多いことを意
味し，貧困からの脱出には比較的少ない負担で多くの貧困者を救うことが
できることを意味している。この観点から，社会福祉，年金社会保険の拡
充や補助金政策のターゲティングの効率性を高めることが必要である。
　現行の補助金政策は貧困を削減し，栄養不良の除去に効果があり，また
政治的な安定化も実現させた（Helmy［2005］）。ただし，この補助金政策
は価格の歪み（ディストーション）を通じて，経済資源の適正な配分を損
ねた。また，特定の業者に利益を与えた。公平の面では，貧しい者の犠牲
で，豊かな者が恩恵を受けている。そこで，補助政策は①補助品目の精選，
②配給カード登録制度の近代化，③商品の物流制度の効率化，④価格メカ
ニズムの導入（石油製品・エネルギー）の改革が必要である。最後に，価
格補助から現金補助に変更した方が所得分配パターンの効率性を改善する
ばかりでなく，長期的な経済発展の実現に効果がある。

バラディー・パン
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４． まとめ

　これまでエジプトの経済成長と貧困について個別に検討してきたが，こ
こでは成長の仕方と貧困との関係を要約しよう。
　上述したように，貧困の水準は 1980 年代初頭から 1990 年代初頭まで，
傾向として悪化した。とくに，1980 年代後半からの累積債務問題と経済
不況は貧困問題を悪化させた。
　1991 年から ERSAPが開始し，1995/96 年までの期間にはマクロ経済は
安定し，成長が回復した。この時期には成長は貧困削減に効果があった。
その後，1995/96年から1999/2000年までの期間もGDP成長率は高かった。
　最近の貧困の計測結果を表６から考察する。1990 年代は，世帯別の基
礎的ニーズにもとづいた貧困線（下位貧困線）で考察すると，貧困人口
（P0），貧困ギャップ（P1），そして，貧困ギャップの二乗数（P2）といっ
た貧困を計測する尺度（13）のどれをとっても貧困は削減（緩和）されてき
た。このような貧困削減はGDP成長の回復による（Kheir-El-Din and El-
Laithy［2006］）。
　現在，エジプト経済は第３節およびコラム『エジプト経済「７つの良い
兆し」』にみるように，好況となっているので，貧困削減はかなりの程度

表８　貧困削減のスキーム
Pillar A：成長・雇用を通じた

現在の所得増加
Pillar B：教育を通じた将

来の所得増加
Pillar C：社会援助による

弱者保護
１．民間部門投資増大のため
のマクロ政策・構造調整
政策 

１．成人教育 １．地理的なカバーレッジ 

２．上エジプトへの Poverty-
oriented 投資 ２．貧困者教育 ２．資金移転・効率的な

ターゲッティング 
３．零細・小規模企業への支
援（貸し付け・市場情報等） 

３．貧困者への初等・中等
教育の改善

３．社会開発基金の貧困者
向け活動の強化

４．小規模企業への規正緩和
（参入・退出） 

５．農業発展支援（技術普及・
貸し付け・非伝統的作物
への移行・貯蔵及び輸送
等）

（出所）　World Bank and MOP ［2004］から作成。
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進むものと思われる。貧困層の多くは農村部に存在し，低い賃金に依存し
ている。また，政府部門の賃金も低い。低所得者は補助金つきの物資（パ
ン，食料油等）や社会保険で救済を受けている。この分野での政府の財政
的な余裕はないように思われる。そして，物価上昇は依然として続き，名
目的な所得が上がっても実質的には生活は苦しくなっているといわれる。
　多くの研究では，成長が停滞している時期には貧困問題の悪化や所得等
の不平等は拡大していることを明らかにしており，高率の持続的な成長は
必要である。また，年金や各種補助金による政府からの移転は多くの貧困
者数を貧困のカテゴリーから引き上げてきており，そのための財政に余裕
があることも要求される。最近では所得税の大幅削減で所得税収入が増え
た，民営化収入が財政に注入された，など国家財政にはわずかながら余裕
はでてきていると思われる。

第３節　政府・与党の経済改革とムバーラク・プログラム

　本節ではエジプトにおける政策・プログラムの決定過程と政策・プログ
ラムの内容を概観し，その課題を分析する。

１．政府・与党の政策決定

　エジプトにおける経済政策は，NDPが政策枠組みを決め，政府がそれ
を具体化し実施する。NDPの文書では「NDPとその政府」という言い方
をしているように，NDPが政府の上位にある。
　現在，政策決定の最高責任者はガマール・ムバーラク党政策委員長（現
在は党副幹事長でもある）である。2002 年の NDP第８回党大会で党執行
部の大幅な刷新があり，同時に個々の委員会を総括する政策委員会が設置
され，それを上記のムバーラク大統領の次男ガマール・ムバーラク氏がと
りまとめることになっている（伊能［2005］，鈴木［2003］）。
　この第８回党総会において，新たに５年おきの同党総会の間に年次党大
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会を開催することになり，2002 年の総会以降，１年をかけて政策を研究し，
2003 年の第１回年次大会で過去１年の成果と新たな政策を報告すること
になった。また，新たな政策検討分野も適宜付加していくことになった。
　NDPはこの方針の下で①教育・科学的研究，②保健衛生・住宅，③エ
ジプトと世界，④経済的挑戦，⑤青年，⑥女性，について包括的な議論を行っ
た。その後，①市民の権利と民主主義，②農地保全と都市開発，③運輸部
門の現在と将来，について，2003 年の第１回年次党大会で議論した（NDP
［2004］）。
　これらはすべて重要な項目であるが，本章では経済的挑戦に関してその
内容をみよう。経済的挑戦では，①貧困削減と低所得者の生活水準の引き
上げ，②競争の保護と消費者主権の維持のための効率的政策，③所得およ
び関税の組織的な改革，④国有財産の管理（民営化も含む），⑤金融部門
改革，⑥情報開示政策とエジプトでの情報の流通が決定された。そのほか，
将来の経済政策の決定に必要な経済的そして組織的な枠組みを準備するこ
とになった。
　とくに，投資法，中小企業法，ビジネスに関する法（小切手等），電子
決済法，資本市場法の改正など，エジプトの投資環境を整える経済法の改
正が重要な課題であった。
この間，オベイド内閣は 2003 年１月に為替をフロー化した。国際的に商
品価格や運賃も上がっており，この為替レート政策で輸入物資価格が急騰
した。ムバーラク大統領は「貧困層の負担を増やしてはならないと」と常
に発言してきており，NDPはオベイド内閣に対して即効的な貧困対策を
要求した。おもな政策は①直接・間接補助金の継続（14），②配給網の拡充，
③補助金つき小麦の配給の拡大，④配給カードシステムの発展，⑤衣料品
への物品税の関税化，⑥食料品に対する関税撤廃・削減，⑦不動産登録手
数料の引き下げ，でオベイド政府は忠実に実行した。
　しかし，オベイド首相はインフレと不況が続く経済状況のなかで更迭さ
れ，2004 年 7 月にナズィーフ通信大臣が首相に任命され，ナズィーフ内
閣（第１次）が７月に誕生した。
　ナズィーフ内閣の政策は 2003 年の党大会の決定に従うものであったが，
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とくに，ムバーラク大統領からは以下の４つの指針を与えられた。
　それは以下の４点であった。
① 高い経済成長率を実現する。エジプトおよび外国投資の増加とエジ
プトの財・サービス輸出増大を通じて青年層の新規雇用を創出する。

② 弱者の保護：基礎的物資や必要なサービスを供給するための補助を
行う。

③ 教育・保健・運輸などのサービス拡充。
④ 国民の権利・自由の尊重や司法の独立の強化にもとづいた制度を構
築する。

　ナズィーフ内閣がただちに着手したのは上記した金融部門改革で，銀行
部門の不良債権問題への対応と銀行部門の整理・統合であった。また，税
制改革（法律 2005 年第 91 号），関税改革実行法（法律 2006 年第 10 号）
なども計画どおりに進めた。とくに，新内閣では新たに投資省を設立し，
少壮の学者を同大臣に任命した。そして，エジプトの投資環境の整備を図
るとともに，これまで停滞していた民営化を再スタートさせた（15）。民営
化収入は 2004/05 年の 56億 LEが 2005/06 年前半だけで 109 億 LEとなっ
た。このほか，いわゆる独占禁止法の立法化，情報・通信技術の普及など，
グローバル化に積極的に対応する政策を次々と実行した。
　このようななかで，2004 年の年次党大会では，貧困削減と貧困者の生
活水準の引き上げのため，具体的に，①補助金政策の継続，②基礎物資の
物流政策，③共同組合販売ネットワーク拡大，④配給カードの発展，⑤衣
料品を従量税から従価税に移行，⑥関税引き下げと手数料廃止⑦不動産登
記法の改正（資産の流通を容易にする）が決定された。
　エジプト政府も，貧困削減を最大の政策課題として扱い，教育・保健・
衛生といった公共サービスへの予算的措置を拡充し，同時に，貧困層をター
ゲットにした補助金政策の維持を繰り返し表明している。
　貧困削減の中核となるのは，このような再分配政策とともに，民間投資
主導による雇用創出である。
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２．投資促進と雇用創出

　ナズィーフ首相は 2004 年 12 月に方針演説を行い，「発展のための 10 大
プログラム」を発表した（Al-Ahram, 2004 年 12 月 20 日）。その政策は包
括的であるが，成長，雇用促進，貧困削減，公共サービスの充実等，エジ
プト社会が直面する課題を明らかにしている。
　（１）投資・雇用（A投資・B雇用），（２）補助金・価格・市場の監視，（３）
国民に必要なサービス，（４）経済パフォーマンス，（５）教育・科学的研究，
（６）保健サービスと人口増加抑制，（７）行政機構，（８）天然資源保存，
（９）政治・立法環境，（10）知識社会建設であった。
　（１）の投資・雇用に関してA投資，B雇用と区分され，A投資は以下
の項目に細分化されており，以下のとおりである。
①　投資環境への信用の強化（透明性など）。
②　行政の障害の除去（新関税法，関税免税法，販売税も言及）。
③　投資家への特典の供与（産業近代化，自由貿易）。
④　有望な投資プロジェクトの紹介。
⑤　公共・民間部門の発展と生産・サービス基盤の近代化。
⑥　輸出のためのインフラの充実，輸出信用の供与，成長する市場との
貿易取引の活性化，エジプト製品・サービスで比較優位をもつものに
集中する，エジプト製品・サービスに市場を開放するため二国間およ
び地域貿易協定を締結する。

⑦　国際的な評判をもつ企業に追加的なインセンティブおよび信用を与
える。

⑧　天然および人的資源を利用して比較優位をもつ部門に集中する。そ
れらは，観光，不動産投資，農業，石油化学，ITであり，高付加価
値を生み，直接・間接的に雇用機会を増大させる。

　なお，B雇用は以下のとおりである。職業安定所の拡充，国内外労働市
場のニーズにマッチした職業訓練，エジプト労働者の湾岸諸国・先進諸国
への移動の促進，社会開発基金（SFD）による若年層の起業の助成拡大な
ど，民間企業の雇用助成，国家投資計画における公的サービスプロジェク



142 143

トを通じた雇用の実現など。
　このような政策の枠組みは，エジプト経済の持続的な発展には有効であ
ると，IMFおよび世界銀行等やEU・米国等から賞賛された。また，その
効果は後述するように民営化，海外直接投資などの分野で明らかに出てき
ている。同時に，石油価格上昇，観光客の急増等の外生ショックの改善も
あり，経済は好況となった。しかし，上記の失業や貧困といった長期的な
問題を抱えており，一層の改革が必要である。

３． ムバーラク・プログラムの内容と成果

　現在，エジプトで最も重要な政策は 2005 年のムバーラク大統領選挙公
約（ムバーラク・プログラム）である。2005 年に予定された大統領選挙
と人民議会選挙を控え，NDPは 2004 年の第２次党大会で政策を報告した。
ムバーラク・プログラムはその延長上にあり，2005 年７月からの新予算
から開始した。ムバーラク・プログラムは詳細なプログラムとパンフレッ
トで公表された。その内容は表９のように包括的である。
　ただし，大統領選挙自体に関心がなかった層も多く，この選挙プログラ
ムに無関心ないしは批判的な意見も多いと思われる。それでも，政治的な
市民の権利・民主化と社会経済的な生活水準向上・貧困削減・雇用創出を
両輪に指示を訴えている。
　雇用創出は投資と関係があり，雇用創出のための投資というフレーズの
下で，雇用・投資はセットとしてNDP政策委員会で報告がなされてきた。
このムバーラク・プログラムでは６年間で 450 万人の雇用機会を創出する
計画であるが，雇用の中心は 1000 工場プログラムと観光であり，また小
規模プロジェクト，ニュービレッジプロジェクトも重要な位置を占めてい
る。1000工場プログラムに関しては貿易・産業省がパンフレットを作成し，
目標とこれまでの成果を発表している。その成果の真偽は不明であるが，
計画達成への官民上げての意気込みは感じられる（16）。
　ムバーラク・プログラムの社会経済的な内容は包括的であるが，その特
徴は，低所得層から中間層まで幅広くその要求を取り組む努力がうかがわ
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表
９
　
ム
バ
ー
ラ
ク
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

（
1）
 民
主
化
（
2）
中
間
層

（
3）
雇
用
創
出

（
4）
生
活
水
準
向
上

（
5）
所
得
・
年
金

（
6）
外
交

①
憲
法
改

革
①
児
童
保
護
，
大
学

前
教
育

①
小
規
模
貸
付
プ
ロ
グ
ラ
ム

・
6
年
間
で
60
万
人
の
雇
用
を

創
出
。

・
年
間
5
億
LE
，
6
年
間
で
30

億
LE
を
零
細
の
個
人
企
業
に

融
資
す
る
。

①
健
康
：
健
康
保
険
全
加
入

（
20
10
年
ま
で
に
完
了
さ
せ
る
）
①
下
層
賃
金
の
引
き
上
げ

（
政
府
公
務
員
51
0
万
人
，

経
済
関
係
庁
50
万
人
，
公

共
ビ
ジ
ネ
ス
部
門
50
万
人

が
従
事
し
て
い
る
が
，
7

年
間
で
給
与
を
倍
に
す
る
。

①
パ
レ
ス
チ
ナ
国

家
建
設

②
司
法
近

代
化

②
大
学
：
外
国
の
大

学
と
協
力
し
て
私
立

大
学
を
急
増
さ
せ
る
。

②
労
働
市
場
プ
ロ
グ
ラ
ム

・
同
90
万
人
の
雇
用
を
創
出
。

・
年
間
10
0
億
，
6
年
間
で
60
0

億
LE
を
中
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
に
融
資
す
る
。

・
そ
の
た
め
の
金
融
部
門
プ
ロ
グ

ラ
ム
。

②
教
育
：
教
育
水
準
向
上

・
6
年
間
で
35
00
の
学
校
を
建

設
す
る
。

・
2
万
50
00
 の
職
業
学
校
を
発

展
さ
せ
る
。

・
教
育
の
質
の
保
障
，
教
育
水
準

引
き
上
げ
の
た
め
の
組
織
を
創

設
す
る
。

・
ア
ラ
ビ
ア
語
教
育
の
水
準
を
引

き
上
げ
る
。

・
教
育
部
門
の
基
礎
賃
金
を
引
き

上
げ
る
。
な
ど
。

②
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
セ
ク

タ
ー
労
働
者
の
保
護

②
ス
ー
ダ
ン
と
の

統
合

③
表
現
・

思
想
の
自

由

③
6
カ
月
職
業
訓
練
：

卒
業
生
を
訓
練
し
，

労
働
市
場
と
マ
ッ
チ

さ
せ
る
。

③
10
00
工
場
プ
ロ
グ
ラ
ム

・
同
15
0
万
人
：
10
00
の
大
工

場
を
6
年
間
で
，
総
額
10
00
億

LE
の
投
資
で
設
立
す
る
。

・
1
工
場
当
た
り
平
均
1
億
LE

の
融
資
が
必
要
。
な
お
，
雇
用

数
は
直
接
及
び
間
接
の
雇
用
を

含
む
。

③
住
宅

・
6
年
間
に
若
者
に
50
万
の
住

宅
を
供
給
す
る
。

・
そ
の
た
め
，
建
設
部
門
に
，
土

地
を
無
償
で
供
給
し
，
ま
た
，

公
共
サ
ー
ビ
ス
も
提
供
す
る
。

・
そ
れ
ら
は
1
戸
70
平
米
で
5

万
LE
の
コ
ス
ト
が
か
か
る
が
，

本
人
の
前
払
い
が
50
00
LE
，
国

庫
補
助
が
1
万
50
00
LE
，
分
割

返
済
が
3
万
LE
と
な
る
。

③
年
金
制
度
の
発
展

③
イ
ラ
ク
と
の
連

帯
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④
住
宅
取
得
（
不
動

産
融
資
法
を
改
正
し
，

住
宅
取
得
を
容
易
に

す
る
）

④
ニ
ュ
ー
・
ビ
レ
ッ
ジ
・
プ

ロ
グ
ラ
ム
─
砂
漠
に
10
0
万

フ
ェ
ッ
ダ
ー
ン
の
土
地
開
拓

・
同
42
万
人
：
6
年
間
に
40
0

村
を
建
設
す
る
。

・
平
均
10
フ
ェ
ッ
ダ
ー
ン
の
農

地
保
有
を
年
7
万
の
ペ
ー
ス
で

拡
大
す
る
。

・
そ
れ
ぞ
れ
，
開
拓
・
住
宅
に
向

け
10
万
LE
の
融
資
を
行
う
。

④
運
輸
（
第
3
地
下
鉄
建
設
，
1

万
20
00
キ
ロ
道
路
建
設
等
）

④
社
会
保
障
―
無
年
金
者

の
年
金
制
度

・
高
齢
の
無
年
金
者
へ
の

制
度
設
立
。

・
受
益
者
を
65
万
家
族
か

ら
13
0
万
家
族
へ
倍
増
す

る
。

・
働
く
女
性
の
た
め
，
特

別
保
険
基
金
を
設
立
す
る
。

④
ア
ラ
ブ
組
織
の

強
化

⑤
生
活
水
準
引
き
上

げ ・
耐
久
消
費
財
等
に
対

す
る
消
費
者
金
融
を

拡
大
す
る
。

・
都
市
タ
ク
シ
ー
制
度

の
実
行
迅
速
化
。

・
エ
ア
コ
ン
付
き
バ
ス

の
増
加
。

・
50
ク
ラ
ブ
設
立
。

・
低
料
金
の
グ
ラ
ウ
ン

ド
の
建
設
，
な
ど
。

⑤
農
民
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム

⑤
上
下
水
道
・
清
掃
（
下
水
に

25
0
億
LE
を
投
入
す
る
）

⑤
米
国
・
EU
と

の
経
済
協
力
の
強

化

⑥
観
光
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
同
12
0

万
人
）

・
ホ
テ
ル
数
を
現
行
の
15
0
万
室

を
24
0
万
室
へ
増
加
す
る
。

・
観
光
客
を
85
0
万
人
か
ら

14
00
万
人
へ
増
加
す
る
。

⑥
都
市
再
生

⑥
ア
フ
リ
カ
大
陸

に
お
け
る
エ
ジ
プ

ト
の
役
割
の
増
加

（
出
所
）　
N
D
P［
19
95
］．
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れる。とくに，生活水準向上の分野では，健康保険全加入（2010 年まで
に完了させる），教育水準向上，住宅供給，運輸，上下水道等が主要な政
策である。とくに注目されるのは住宅で，６年間に若者に 50 万の住宅を
供給するという。上下水道・清掃は生活環境の改善の側面から極めて重要
なプログラムである。
　所得・年金所得・年金の分野では政府公務員 510 万人，経済関係庁 50
万人，公共ビジネス部門 50 万人の給与を７年間で倍にする。このほか，
インフォーマルセクター労働者の保護，年金制度の発展，社会保障（無年
金者の年金制度）が主要な項目である。年金では受益者を 65 万家族から
130 万家族へ倍増する，働く女性のための特別保険基金を設立する，こと
が図られる。
　中間層への対応としては，教育，職業訓練が重視されている。また，不
動産融資法を改正し住宅取得を容易にする，各種の生活水準引き上げのプ
ロジェクトもそれなりの意図は明らかである。たとえば通勤等ではエアコ
ン付きバスの増加は切実であるし，スポーツクラブを中心としたクラブ生
活は中間層の夢でもあり，クラブの新設は魅力的な政策である。
　2005 年９月に大統領選挙はムバーラク大統領の圧勝で終わり，９月 27
日のムバーラク大統領の就任式の後にNDPの第３回年次大会が開催され
た。この大会はムバーラク大統領の選挙勝利演説と人民議会選挙対策で終
始した。
　しかし，人民議会でムスリム同胞団系議員が躍進したことから，NDP
では危機感が生じ，NDP の 2006 年９月の第４回年次大会の報告（NDP
［2006］）では，ムバーラク・プログラムの延長上の政策枠組みを発表する
とともに，ムバーラク・プログラムの成果を開示している。
　その成果は表 10 のとおりに経済面での離陸の成功を標榜するとともに，
他の分野での着実な実行を国民が認知すべく掲載している。ただし，政府・
与党首脳は国民がこの成果を認識していないことを痛感している。
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表
10
　
ム
バ
ー
ラ
ク
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
成
果

エ
ジ
プ
ト
経
済
の
第
2
次
離
陸

投
資
環
境

経
済
部
門
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

所
得
改
善
・
低
所
得
者
保
護

生
活
水
準
改
善
・
サ
ー
ビ
ス
向
上

高
率
の
成
長
（
6.9
%
）

民
間
投
資
の
18
%
増
大
（
全
体

の
60
%
へ
）

38
25
社
の
設
立

85
万
20
00
家
族
が
社
会
保
険

年
金
の
受
給

64
0
校
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
（
高

速
）
接
続

71
万
60
00
人
の
雇
用
創
出

モ
バ
イ
ル
の
第
３
会
社
の
売
却

（
16
8
億
LE
）

フ
リ
ー
・
ゾ
ー
ン
内
で
13
8
社

の
設
立
 

地
方
ク
リ
ニ
ッ
ク
従
事
者
7
万

50
00
人
の
給
料
引
上
げ

教
育
の
質
の
保
証

う
ち
64
万
20
00
人
が
民
間
部

門
エ
ジ
プ
ト
テ
レ
コ
ム
株
の
売
却

（
52
億
50
00
万
LE
）

公
認
産
業
地
域
（
Q
IZ
）
で
60
6

社
の
登
録

今
年
度
公
務
員
基
本
給
10
%
引

上
げ
（
上
限
36
LE
）

基
本
教
育
当
初
3
年
間
の
教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
削
減

外
貨
準
備
が
36
億
ド
ル
増
加

地
中
海
観
光
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

（
10
0
億
LE
）

Q
IZ
か
ら
米
国
へ
5
億
70
00
万

ド
ル
の
輸
出

昨
年
度
公
務
員
基
本
給
20
%
引

上
げ
（
上
限
30
LE
）

大
学
前
49
9
校
の
新
設

民
営
化
収
入
が
6
倍
増
（
15
1

億
LE
へ
）

競
争
保
護
・
独
占
禁
止
法
立
法

 財
・
サ
ー
ビ
ス
（
非
石
油
）
輸

出
30
%
増

高
校
・
大
学
の
女
子
生
徒
率

50
%
へ

純
FD
I流
入
が
倍
増
（
61
億
ド

ル
へ
）

関
税
率
40
%
削
減

EU
へ
の
輸
出
39
%
増
（
50
億

ド
ル
へ
）

国
立
大
学
5
学
部
を
独
立
大
学

へ
財
政
赤
字
削
減
（
9.1
%
か
ら

7.2
%
へ
）

関
税
群
を
27
か
ら
6
へ
 

ア
ガ
ー
デ
ィ
ー
ル
協
定
実
行
開

始
5
私
立
大
学
新
設
（
14
校
へ
）

所
得
税
率
の
半
減

住
居
用
不
動
産
・
土
地
登
録
手

数
料
引
下
げ

ト
ル
コ
と
の
FT
A
協
定

エ
ジ
プ
ト
国
鉄
の
改
革
（
2
年

間
で
85
億
LE
）

所
得
税
収
入
の
53
%
増
加
（
48
4

億
LE
へ
）

観
光
客
の
8％
増
（
92
60
万
人
・

日
）

首
都
圏
タ
ク
シ
ー
（
19
0
台
）

売
り
上
げ
背
収
入
増
加
（
48
4

億
LE
へ
）

ス
エ
ズ
運
河
収
入
36
億
ド
ル

乳
幼
児
死
亡
率
33
人
へ
低
下

（
10
00
出
生
中
）

関
税
収
入
22
%
増
加
（
94
億

LE
へ
）

2
万
14
53
戸
建
設

固
定
電
話
加
入
者
増
加
（
10
80

万
回
線
へ
）

イ
ン
タ
ー
バ
ン
ク
市
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おわりに

　本章ではエジプトの経済改革や持続的成長・貧困削減という問題につい
て歴史的に整理するとともに，国家の指導者や政府・与党がどのように思
考し，政策を実行しているのかを分析した。
　３つのアプローチでこれまでの改革の成果を考察すると，基本的な方向
としては，投入量とその質を重視する政策（エンジニアリングアプローチ）
は門戸開放政策から実行された。しかし，産業組織アプローチと呼ばれる
インセンティブ体系の導入までは進まなかった。
　急速に市場メカニズムを導入しようとしたのが 1991 年からの ERSAP
であるが，エジプト政府は漸進主義と保護主義に徹し，改革はナズィーフ
内閣の登場まで不十分であった。
　この間，政府は貧困削減および人間開発に努力をし，MDGs に関して
も貧困撲滅，教育・保健等の公共サービスの拡充等で成果を上げた。
　今後の楽観的な展望としては，ナズィーフ内閣になってから国際環境の
有利化により，エジプト経済は持続的な成長への軌道に乗れそうである。
また，政府・与党はムバーラク・プログラムの進捗状況に関してそれは着
実に実現されていると 2006 年の年次党大会や 2006 年 12 月の首相演説で
喧伝している（Al-Ahram, 2006 年 11 月 19 日）。成長率は 2005/06 年には
6.9％で経済回復した前年度の 5.1％も上回った。2006/07 年度の第 1四半
期の成長率も 7.1％に達し，年度末に 7.5％の成長率も期待されている。
　2006 年末には 2007/07 年から開始される第６次五カ年計画の大枠が決
まり，４月から５月にかけて国会で議論され，決定される。新計画では平
均８％の成長と 370 万人の雇用創出を目的とする。とくに，失業について
は，現在の 230 万の失業者（失業率 8.9％）を５年後には 140 万人（失業
率では 5.5％）に減らす予定である。
　そして，年次計画では，新予算では賃金および補助金の増額を計画し，
低所得者層の生活水準の改善に努めるという（Al-Ahram, 2007 年５月７
日）。これらの増額はナズィーフ内閣が実行してきた税制改革，民営化等
で政府収入が増えたために実現可能であり，同時に財政赤字の対 GDP比
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も 2003/04 年の 9.6％が 6.7％に低下する。
　このように，持続的な成長と貧困削減は今日の経済ではかなり改善され
つつある。経済的な自由はかなり保証され，民間主導の持続的な経済成長
に期待することは可能となっている。他方で，セーフティネットの拡充に
は膨大な財政負担が必要であるものの政府・与党は効率的な運営に自信を
もっている。
　EHDR2005（UNDP and INP［2005］）ではエジプト専門家を中心に，
特定の政策目標を定め，政府にその実行を提案している。これら専門家や
多くの国民が期待するのは，個々の目的達成ばかりでなくエジプト社会全
体を包むアカウンタビリティを高めることである。これがエジプトの持続
的な成長と貧困削減を実現させる，ということである。
　政治的な自由化や民主化は 2007 年１月から政治日程に乗り，論議され
３月には憲法改正も行われた。今後はムバーラク大統領の後継問題も見据
えた，エジプト経済社会の真の改革が望まれる。

〔注〕
⑴　エンジニアリング（engineering）アプローチで，たとえば，財・サービス生産者（エー
ジェント）の資源や技術を改善すれば家計（最終需用者）へのサービスは増大する。

　　産業組織（industrial organization）アプローチでは，たとえば，政府（プリンシパル）
と財・サービス供給者（エージェント）とを結ぶ。両者間には情報の非対称性が存在
することを重視する。最後のアカウンタビリティ（accountability）アプローチでは
アカウンタビリティや透明性が必要だと主張する。自由，基本的人権や法の支配を貧
困問題の中心に据える。紙幅の制限もあり，この定義はGalal［2006］に従った。

⑵　Extended Financial Facility（拡大信用供与措置）SBAに比べ長期的な構造改革を
必要とする国際収支困難に対する IMFの融資制度。

⑶　開発戦略に関しては山田［2005］の第 1章「エジプトの開発戦略と貿易政策」（山
田俊一・内田勝巳）を参照されたい。

⑷　貧困の定義にはおもに客観的な方法と主観的な方法がある。客観的な方法は，たと
えばベーシック・ヒューマン・ニーズを獲得するための一定の所得・支出水準を境界
線（貧困線）とする。あるいは，一般所得水準の 30％とか 50％のように貧困線を決
めることができる。これらは特定国における貧困線であるが，本文の第２節で示した
ように国際的貧困線も存在する。

　　これに対して，自分自身を貧困者と認定できるか，という設問に応える等で貧困を
客観的に決定することもできる。

⑸　2310 キロカロリー。エジプトでの 18 歳以上の成人の体重を男子 70 キログラム，
女子 60 キログラムと設定し必要な熱量を計算している。詳細はWorld Bank and 
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MOP［2002a］のAnnex2 を参照されたい。EHDR 1996 では 2200 キロカロリーであ
る（UNDP and INP［1996：107］）。
⑹　下位貧困線は，この最低の食料消費額（食料ベースの貧困線と定義される）に「実
際の消費総額がこの食料消費額と等しい」世帯構成員一人当たりの非食料消費額を加
えたものから算出される。上位貧困線は，「食料消費額が上記の食料ベースの貧困線
と等しい」世帯構成員一人当たりの平均消費総額である。消費総額が食料ベースの貧
困線以下の場合ウルトラ貧困と呼ぶ。
⑺　ここに引用された研究は 1990 年代半ばまでに行われたもので，それぞれは同一の
国家中央動員統計局（CAPMAS）が行った家計所得・支出・消費調査（HIECS）のデー
タを利用している。
⑻　エジプトで通常に使用する貧困線は厳密には注６で示した下位貧困線と呼ばれる
もの（基礎的ニーズ費用の貧困線）である。貧困線の定義と計測に関しては，上述
した EHDR1996 の作成のため，さまざまなテクニカルな問題点が認識され，克服す
る努力が行われ，その後，2002 年の計画省と世界銀行による「エジプトの貧困削減 
World Bank and MOP［2002］」では混乱は解決したといわれる。
⑼　エジプトでも貧困研究プロジェクトが実行され，本文にあるように 1994 年から計
画省（MOP）傘下の国家計画研究所（INP）が UNDPの協力を得て，年次の「エジ
プト人間開発報告（Egypt Human Development Report : EHDR）を出版するように
なった。
⑽　「貧困とはたんに所得が低いということではなく，基本的な潜在能力の欠如である，
とみなすことには十分な理由がある。…早死，ひどい栄養失調（とくに子どもの），
いつまでも続く，病弱，広範ににわたる非識字やその他の欠陥に反映されうる（セン
［2000, 20］）。なお，DACによる貧困削減ガイドラインでの貧困の定義は，①政治的能力，
②社会的能力，③経済的能力，④人間的能力，⑤保護的能力，である。
⑾　いずれも，エジプトチームと世界銀行チームとの共同作業によるもので，エジプト
チームはカイロ大学の貧困問題の権威である教授陣がおもに担当した。
⑿　2006 年 11 月に，上記の研究の主査を務めたハイル・アル・ディーンとアル・ライ
スィー教授の共同の論文が発表された。
　　2005 年９月に複数候補による大統領選挙が予定されたとき，その前の８月に与党
国民民主党（NDP）は膨大な公約を発表したが，そのときに 26 ページの小冊子を入
手できた。なお，実務の政策項目はこれに投資が加わり，７つである。タイトルは
「ムバーラク大統領の選挙プログラム文書」で，６つの項目が並べられていた。公約
の内容は，①民主化，②雇用，③生活水準改善，④低所得層の所得・年金改善，⑤中
産階級への施策，および⑥外交，であった。民主化と外交以外は，経済・社会生活へ
の対策を列挙しており，雇用創出のための持続的成長・投資と貧困削減が政策の両輪
となっている。そこでは貧困層ばかりでなく，中間層へも配慮しており，エジプト経
済の喫緊の課題を明らかにしている。その後，選挙は予定どおり実施され，ムバーラ
ク大統領は５選に成功し，この選挙プログラム（以下，ムバーラク・プログラム）が
2006/07 年の予算・経済計画と 2007/08 年からの経済社会開発５カ年計画の合計６年
間の経済政策・開発政策の柱となることになった。2006 年の NDPの党大会でもこの
ムバーラク・プログラムに沿った政策が打ち出されている。
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⒀　貧困の尺度は，貧困人口割合（P0），「貧困の深さ（depth of poverty）」を表す貧
困ギャップ（P1：貧困者所得の貧困線からの乖離を計測），そして「貧困の厳しさ
（severity of poverty）」を表す貧困ギャップの二乗数（P2: 貧困線からの乖離の大き
い層のウエイトを高める）である。

⒁　配給カードによる配給は，米，油，バター，そら豆，レンズ豆，マカロニ，茶の７品目。
⒂　投資省設立に際して，公共企業（前公共企業省），投資・フリーゾーン庁（貿易・
産業省傘下から移管），非銀行金融サービス部門（首相直属の金融市場庁）を取り込み，
投資全般を統合所轄とした。

⒃　同パンフレットとは，アラビア語による，『実行フォローアップ 1000 工場プログラ
ム』貿易・産業省（2006 年９月）で，546 工場が生産開始（310 社），拡張（134 社）
がプロジェクトを実行し，７万 1000 人を雇用している。このうち，1000 工場のため
の大工場は生産開始が 62 社，拡張が 47 社である。これに対して『ワフド』紙（野党
ワフド党紙）では，それ以前の政府発表による 1000 工場プログラムの成果は虚偽と
批判していた（Alwafd, 2006 年９月 23 日 , P6）。
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